
●所得金額の計算

給与所得
収入金額

～650,999円

  651,000円～1,899,999円

1,900,000円～3,599,999円 収入金額÷４＝A

3,600,000円～6,599,999円 （千円未満切捨） 控除額

6,600,000円～8,499,999円

8,500,000円 ●年収1,000万円超の人  15万円

   8,500,001円～ 年収—195万円－所得金額調整控除 ※小数点以下の端数は切り上げ

雑所得 　●公的年金等

収入金額 所得金額

    ～1,299,999円 　収入金額－600,000円

1,300,000円～4,099,999円 　収入金額×0.75－275,000円

4,100,000円～7,699,999円 　収入金額×0.85－685,000円

7,700,000円～１,000万円未満 　収入金額×0.95－1,455,000円

     1,000万円以上 　収入金額—1,955,000円

　●雑所得のその他

収入金額－必要経費　（申告書裏面に内訳を記載します。）

給与所得と

公的年金等が

ある場合

一時所得 　生命保険契約等に基づく一時金や満期返戻金等による収入がある場合に記載します。  

　特別控除額は５０万円ですが、収入から経費を差し引いた金額が５０万円未満の場合は、その金額が限度となります。

●所得控除

雑損控除 　火災や雪害等によって住宅などに被害を受けた場合、次の金額を控除します。

　「損害金額－保険金等で補てんされる金額」の金額（A）を基として計算した、次のいずれか多いほうの金額

　　　①（A)の金額－（総所得金額の合計額×１０％）

　　　②（A)の金額のうち災害関連支出金額－５万円

医療費控除 　申告者本人又は生計を一にする配偶者や親族のために医療費を支払った場合に控除できます。

　控除額＝（支払医療費－補てんされる金額）－（１０万円と「総所得金額等の合計額の５％」のいずれか少ない方の金額）　※最高限度額２００万円

　「補てんされる金額」には、健康保険組合等から受け取る療養費、出産育児一時金等の給付金や保険会社等から受け取る医療保険金、入院費給付金等が

　該当します。

　セルフメディケーション税制による医療費控除の特例（特例期間　平成２９年１月１日より令和８年１２月３１日まで）

　健康の保持増進、疾病の予防として一定の取組を行っている納税者が昨年中に自己又は自己の生計を一にする配偶者や

　その他の親族のために特定一般用医薬品等購入費を支払った場合は一定の金額の所得控除（医療費控除）を受けることができます。

　控除額＝支払った特定一般用医薬品（保険金などで補填される部分を除きます。）－1万2千円　※最高8万8千円

生命保険料 　一般生命保険料・個人年金保険料・介護医療保険料のそれぞれの支払金額を記載します。

控除 　控除額は、新契約と旧契約で計算式が異なります。控除額は、合わせて70,000円が上限となっています。

　

新契約の生命保険料の金額

　　～12,000円

　　12,001円～32,000円

　　32,001円～56,000円 　支払保険料の合計金額×0.25+14,000円

　　56,001円以上

　Ｂ：平成23年12月31日以前の契約（旧契約）に基づく生命保険料控除の計算

旧契約の生命保険料の金額

　　～15,000円

　　15,001円～40,000円

　　40,001円～70,000円

　　70,001円以上

　支払保険料の合計金額×0.5+7,500円

　支払保険料の合計金額×0.25+17,500円

　35,000円

社会保険料
控除

　国民健康保険税、国民年金や厚生年金など支払った社会保険料の額を種類ごとに記載します。

　Ａ：平成24年1月1日以降の契約（新契約）に基づく生命保険料控除の計算

控　除　額

　支払保険料の全額

     4,100,000円～7,699,999円 　収入金額×0.85－685,000円

　支払保険料の全額

     7,700,000円～ 　収入金額×0.95－1,455,000円

　支払保険料の合計金額×0.5+6,000円

　28,000円

控　除　額

     1,000万円以上 　収入金額－1,955,000円

年金等以外の合計所得によって控除額（所得）が異なります。

     3,300,000円～4,099,999円 　収入金額×0.75－275,000円

A×3.2－44万円

    ～3,299,999円 　収入金額－1,100,000円

◆町民税・県民税申告書の書き方

A×2.8－８万円

昭和36年１月２日以後に生まれた方（65歳未満の方） 昭和36年１月１日以前に生まれた方（65歳以上の方）

収入金額 所得金額

所得金額調整控除

対象：年収が850万円超で、次の➊～➍のどれかに該当する人

➊自分が特別障害者

➋23歳未満の扶養親族がいる
➌特別障害者である同一生計配偶者がいる

➍特別障害者である扶養親族がいる

●年収850万円1円～1,000万円の人  （年収ー850万円）×10%
（最大15万円）

給与所得金額

0円

収入金額-65万円

収入金額×0.9－110万円

6,550,0000万円

一般生命保険料
→ (a)をAの計算式で計算 ①　　  　円 計（①+②）　　　　　　 　円 ・・③【上限28,000円】

→ (b)をＢの計算式で計算 ②　 　　円
②と③のいずれか
大きい金額(イ)　　  　　円

→ (c)をAの計算式で計算　 　　　　円 → 　　　　　　　　(ロ)　　  　円

個人年金保険料
→ (d)をAの計算式で計算④　  　　円 計（④+⑤）　　　　　　 　円 ・・⑥【上限28,000円】

→ (e)をＢの計算式で計算⑤  　　　円
⑤と⑥のいずれか
大きい金額(ハ)　　　 　円

生命保険料控除額計
（イ＋ロ＋ハ）

 （最高70,000円）
　　　　　　　       　  　　円

旧契約の合計額(e)　　　円

　　　　　　合計額(c)　　  円
介護医療保険料

新契約の合計額(a)　　　円

旧契約の合計額(b)　　　円

新契約の合計額(d)　　　円

→

→

所得金額調整控除額

条
件

控
除
額

給与所得と公的年金等による雑所得の合計額が１０万円超ある ➡ 給与所得（１０万円限度）＋公的年金等の雑所得（１０万円限度）－１０万円



地震保険料 　地震保険料と旧長期損害保険料のそれぞれの支払金額を記載します。

控除 　控除額は、地震保険料と旧長期損害保険料で計算式が異なります。控除額は、合わせて25,000円が上限となっています。

地震保険料控除額

支払金額の１／２ ＋
　（上限25,000円）

特定親族
特別控除 特定親族の合計所得金額 控除額

58万円超～95万円以下 45万円

95万円超～100万円以下 41万円

100万円超～105万円以下 31万円

105万円超～110万円以下 21万円

配偶者控除 　　申告者の合計所得金額が1,000万円以下で、配偶者の合計所得金額が５８万円以下の場合に控除します。

区分 950万円超～1,000万円以下

11万円

13万円

配偶者 　申告者の合計所得金額が1,000万円以下で、配偶者の合計所得金額が５８万円を超え1３3万円未満の場合に、表のとおり控除します。

特別控除

●税額控除

寄附金控除

住宅借入金 平成21年から令和７年１２月３１日までに住宅に入居し、所得税で住宅ローン控除が適用されている方で、所得税から控除しきれない住宅ローン控除がある方が対象です。

等特別控除 控除額は次の１と２のいずれか小さい額です。

　１　所得税の住宅ローン控除可能額のうち、所得税において控除しきれなかった額

　２　①平成２６年３月まで入居した場合は、所得税の課税総所得金額等の５％（上限97,500円）

　　　②平成２６年４月から令和３年１２月まで入居した場合は、所得税の課税総所得金額等の７％（上限136,500円）　

※住宅の取得の対価等に含まれる消費税が８％又は１０％の場合

　　　③令和４年1月から令和７年12月まで入居した場合は、所得税の課税総所得金額等の５％（上限97,500円）

※消費税が１０％かつ一定の期間内に住宅取得に係る請負契約を締結した場合

県または町の条例で指定された寄付金
(「寄附額」または「総所得金額等×30％」のいずれか少ない金額－２千円）×１０％

上記の金額と下記で計算した金額の合計額

地方公共団体に対する寄附金
（ふるさと納税）

（寄附額－２千円)×｛９０％－(所得税限界税率×１．０２１)｝

※ただし、町民税県民税所得割×２０％が上限

山形県共同募金会、日本赤十字社山形支部

老人控除対象配偶者（昭和30年１月１日以前に生まれた方、７０歳以上）

   19歳以上23歳未満の子の合計所得金額が５８万円を超え１２３万円未満の場合（=特定親族）に、表のとおり控除します。

900万円超～950万円以下

         ～5,000円 　支払保険料の全額

5,001円～15,000円 　支払保険料の合計金額×0.5+2,500円

         15,001円以上 　10,000円

申告者の合計所得金額

33万円 22万円

38万円 26万円

　一般の控除対象配偶者

900万円以下

旧長期損害保険料の金額

特定親族の合計所得金額

110万円超～115万円以下

115万円超～120万円以下

120万円超～123万円以下

123万円超～

控除額

6万円

3万円

0円

控除額

11万円

配偶者の合計所得金額 ９００万円以下 ９００万円超～９５０万円以下 ９５０万円超～１，０００万円以下
５８万超～９５万円以下

９５万円超～１００万円以下
１００万円超～１０５万円以下 ３１万円 ２１万円
１０５万円超～１１０万円以下 ２６万円 １８万円 ９万円
１１０万円超～１１５万円以下 ２１万円 １４万円 ７万円
１１５万円超～１２０万円以下 １６万円 １１万円 ６万円
１２０万円超～１２５万円以下 １１万円 ８万円 ４万円
１２５万円超～１３０万円以下 ６万円 ４万円 ２万円
１３０万円超～１３３万円以下 ３万円 ２万円 １万円

１３３万円超 ０円 ０円 ０円

申告者の合計所得金額

３３万円 ２２万円
１１万円

新設


